








「原子力規制委員会が、電気事業者等に対する原子力安全規制等に関する決定を行う

に当たり、参考として、外部有識者から意見を聴くにあたっての透明性・中立性を確

保するための要件等について」４．ただし書きに相当する事由について 

 

 

 

東京電力福島第一原子力発電所における事故の分析に係る検討会（以下「事故分析

検討会」という。）においては、東京電力福島第一原子力発電所事故の各事象の発生要

因等に係る調査・分析の具体的内容について検討している。 

その検討に当たり必要となる原子炉安全、事故時の事象進展に係る専門的な知識を

有する者は限られていることから、「原子力規制委員会が、電気事業者等に対する原子

力安全規制等に関する決定を行うに当たり、参考として、外部有識者から意見を聴く

にあたっての透明性・中立性を確保するための要件等について」（平成 24 年 10 月 10

日、原子力規制委員会）における「４．除外要件とする事項」のただし書きに相当する

事由があるものと判断し、原子力損害賠償・廃炉等支援機構 山中 康慎 執行役員を

事故分析検討会の構成員とする。 

 

 

 
（参考） 

原子力規制委員会が、電気事業者等に対する原子力安全規制等に関する決定を行うに当たり、

参考として、外部有識者から意見を聴くにあたっての透明性・中立性を確保するための要件等

について（抜粋） 

４． 除外要件とする事項  

原子力安全規制に係る一般的事案ではなく、電気事業者等の個別施設に係る事案（以下「個

別事案」という。）に関し専門的見地から意見を求める外部有識者を検討会等の構成員とし

て任命するときは、当該有識者に別添１に従い、上記３．①から③のいずれか該当するもの

について自己申告を求めることに加え、更に当該有識者に別添２に従い、次に掲げる要件の

いずれかに該当するものについて自己申告を求め、いずれにも該当しない者のうちから外部

有識者を選定し、構成員として任命するとともに、任命後、それらの情報を公開する。ただ

し、個別事案により意見を求める特定の専門分野の外部有識者が限られている場合など、相

当の事由があると原子力規制委員会が認めるものについては、この限りではない。  

なお、その場合については、その事由を公開する。 

 


